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起因物別労働災害発生状況（平成28年） 

動力機械（建設機械等） 仮設物・建築物等

環境等 その他

物質・材料その他の装置（用具・工具）

運搬機械等（トラック等）

事故の型別労働災害発生状況（平成28年）
墜落・転落

はさまれ・巻き込まれ

動作の反動

激　突

その他交通事故

転　倒

切れ・こすれ飛来・落下

1～9人 10～29人 30～49人 50～99人 100～299人 300人～

規模別労働災害発生状況（平成28年）
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休業見込日数別労働災害発生状況（平成28年）

4～7日 8～14日 15～30日 31～60日 61～90日 91日以上

経験年数別労働災害発生状況（平成28年）

1年未満 1～3年未満 3～10年未満 10～20年未満 20～30年 31年以上

年齢別労働災害発生状況（平成28年）
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月別労働災害発生状況（平成26～28年）

時刻別労働災害発生状況（平成26～28年）
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ライフライン
（リトラクタ式墜落阻止器具）

メインロープ

接続器具

身体保持器具 安全帯
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山梨県内の休業４日以上の死傷者数は、平成 20 年以降、「転倒災害」がトップを占める状況が続

いており、平成 2６年には、全災害中で占める割合が２８．３％と過去最高となりました。 

平成２７年 1 月から、｢STOP！転倒災害プロジェクト２０１５｣に取り組んだこと等により、平成

27 年の全死傷者数７５５人のうち、転倒災害によるものが１６６人（２２．０％）と減少したもの

の、平成２８年には 188 人（２５．３％）と再度増加に転じてしまいました。 

全国的にも、全死傷災害の中で「転倒災害」が２３％と最も件数が多いことから、各事業場におい

ては、職場の転倒災害防止対策を進めていただくとともに、プロジェクトの重点取組期間（２月、６

月）には、裏面のチェックリストを活用した�点�を行い、職場��の��を図ってください。 

 

 

 
１ 山梨県内における転倒災害の状況（PDF） 

２ 職場のあんぜんサイト（転倒災害防止対策、好事例等はこちら） 

３ 厚生労働省 HP（パンフレット、実施要綱はこちら） 

 

 

【お問合せ】 

山梨労働局健康安全課 055-225-2855  甲府労働基準監督署 055-224-5617 

都留労働基準監督署 0554-43-2195  鰍沢労働基準監督署 0556-22-3181 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

�転倒災害は、��く３��に�けら�ま�。�さまの職場にも、�たような��はありませんか� 

山梨労働局では、「STOP！転倒災害プロジェクト」に取り組んでいま�！

 山梨県内の�な事�の�の�生割合の��（平成 1�年�2８年） 

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

転倒災害 135 182 150 156 147 153 211 228 166 188

墜落災害 138 161 117 124 136 109 117 118 121 114

はさまれ 110 130 81 93 123 99 104 100 92 90

切れこすれ 79 51 58 59 62 62 82 57 60 59

交通事故 77 70 45 58 45 41 42 51 57 36
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▶転倒災害を防止することで、安心して作業が行えるようになり、作業効率も上がります。 
 できるところから少しずつ取り組んでいきましょう。 

転倒災害防止のた�のチェック�ート 

チェックの結果はいかがでしたか？ 問題のあったポイントが改善されれば、きっと作業効率も上が
って働きやすい職場になります。 

どのように改善するか「安全委員会」などで、全員でアイディアを出し合いましょう！ 

詳しくは、厚生労働省ホームページをご覧ください！ 
「����！転倒災害��ジェクト」  STOP！ 転倒 �  � 
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発生年月日 年齢 業種 事故の型

発生地 性別 職種 起因物

４

５６
■
男

５８
■
男

７５
■
男

７１
■
男

災　害　の　概　要

1

２

３
　軽ワゴン車に乗って新聞を配達中、走行していた道路のカーブを
曲がり切れず、対向斜線を越えてガードレールに衝突した。

H26
9.　8
甲州市

H26
11.29

富士吉田市

交通事故

乗用車

交通事故

乗用車

H26
7.18
大月市

　鉄道駅構内における夜間での軌道修繕作業終了後、被災者は積載
形トラッククレーン車を運転し会社事務所に向かっていたところ、
対向車線のフェンスを突き破り、約6メートル下の道路に転落し
た。

交通事故

移動式
クレーン

建設業
（鉄道工事）

軌道工

　現場状況確認のために軽ワゴン車で現場に向かった被災者が、現
場に向かう林道（周辺は上り坂で斜度11度）の側溝へ脱輪し停車
しているワゴン車の下敷きになった状態で発見された。

建設業
（道路工事）
現場代理人

補助

10

４５
■
男

４７
■
男

５７
■
男

２１
■
男

６７
■
男

H2８
２.　３
南部町

５

６

７

８

９

積載荷重４トンのダンプトラックを運転し、緩やかな下り坂の林道
を走行中、左側法面に衝突後、右側の林道路肩からダンプトラック
ごと斜面を約６０ｍ転落した。

　栃木県那須塩原市内の国道の交差点で、被災者の運転するトラッ
クが赤信号で停止中の大型トレーラーに追突した。

　納品先に機材を納品するため、社用車の助手席に同乗して納品保
管場所に向かっていたところ、凍結していた橋上で社用車がスリッ
プして対向車線にはみ出し、４トントラックと衝突した。

  新聞配達のため、被災者が原動機付き自転車で走行中、交差点に
おいて、別の新聞販売店に勤務する新聞配達員が運転する原動機付
き自転車と出会い頭に衝突した。

　被災者が運転する中型トラックが高速道路のパーキングエリアか
ら本線に進入したところ、本線を走行してきた大型トラックに後方
から追突され、被災者は車外に投げ出された。

  出張先から事業場に戻るため、同僚が運転する乗用車に同乗し高
速道路を走行中、道路上の落下物を避けようと追越車線から走行車
線に急な車線変更をしたところ、車が横転した。

運転代行業の労働者である被災者が会社の軽自動車を運転し、片側
２車線の直線道路を走行していたところ、対向車線を走行中の普通
乗用車が反対車線に飛び出して来たため、正面衝突し車外に投げ出
された。

商業
（新聞販売業）

配達員

運輸交通業
（一般貨物運送

業）

運転手

その他の事業
（イベント業）

現場設営

商業
（新聞販売業）

配達員

運輸交通業
（一般貨物運送

業）

運転手

教育・研究業

営業

その他の事業
(その他)

運転手

建設業
(その他の

土木工事業)
補助員

H26
12.　9
栃木県

那須塩原市

H26
12.21
昭和町

H27
1.24
中央市

H27
6.　8
長野県
塩尻市

H27
8.10
長野県

安曇野市

H2８
1.　４
甲府市

７５
■
男

交通事故

トラック

交通事故

トラック

交通事故

乗用車

交通事故

乗用車、バス、
バイク

交通事故

トラック

交通事故

トラック

交通事故

乗用車

全国の交通労働災害は、全産業の死亡労働災害の2割以上を占め、近年は200人前後の方が業務中に交通事故で亡

くなっており、休業4日以上の死傷者数は毎年8�000人を超えている状況です。

山梨県内の発生状況は、死亡者が全死亡労働災害の２～4割を占め、建設業においても平成26年以降3人が亡くなっ

ています。また、休業４日以上の災害は、近年4～５０人で推移し、全労働災害の約1割を占めています。

交通労働災害は､トラック輸送やタクシー、バス等の運輸関係業種だけでなく、自動車等を運転する業務のある全て

の業種で関係することから、交通労働災害の撲滅に向け、裏面の� 交通労働災害�止のためのガイドライン �

に沿った取組を労使一体となって推進しましょう。
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山梨県内における�近の交通労働災害による死亡災害一�
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�����や�災の場合、安全確保のため走行�止や�時��など、必要な指示を確実に行いましょう。

�事業者は走行前に必要な点�を行い、��が�った場合は��に��などの�置を�りましょう。

����に必要な安全�置を��しましょう。

※�交通労働災害防止のための���ラ���の詳�については、��らで��してく��い。

�������������������������������������������������������������������������

�交通労働災害防止のための管理体�の��

安全管理者、安全衛生推進者、運行管理者、安全運転管理者などの交通労働災害防止に関係する管理者を選任し、

理者を選任した時は、役割、責任、権限を明確にし、管理者に対して十分な教育を行いましょう。

�経営トップが安全衛生方針の表明、目標の設定

経営トップ（事業主等）が安全衛生方針を表明し、目標を設定しましょう。目標達成に向けて労働時間管理や教育

等の安全衛生計画を作成し、実施－評価－改善を行いましょう。

�安全委員会などにおける調査・審議

安全委員会などで交通労働災害防止について調査・審議を行い、朝礼などで労働者全員に周知しましょう。

� 交通労働災害防止のための管理体�等

� 安全衛生教育の実施

� 荷主・��事業者による配慮

� 運転者の��管理

� 交通労働災害防止のための���ラ�� �の�要

H29.5

�適正な労働時間の管理、走行管理

疲労による交通労働災害を防止するため、改善基準告示を遵守し、適正な走行計画によって運転者の十分な睡眠時間

に配慮した労働時間の管理を行いましょう。高速乗合バス、貸切バス事業者については、運転者の過労運転を防止する

ため、国土交通省が定めた交替運転者の配置基準を守りましょう。

※詳しくは国土交通省ホームページを参照。 �������������������������������������������

�走行計画の作成と運転者�の適切な指示

走行開始･終了地点、運転時間と休息時間、荷役作業内容等の計画を作成し、運転者に適切な指示を！

また、運行記録計（タコグラフ）を活用して乗務状況を把握しましょう。

�乗務開始前の点呼の実施とその報告�の対�

睡眠不足や体調不良などで安全な運転ができないおそれがないか、点呼によって報告を求め、結果を記録しましょう。

問題が認められる場合は、運転業務に就かせないなど必要な対策を講じましょう。

�荷役作業を行わせる場合の対�

荷役作業を行わせる時は、事前に運搬物の重量などを確認し、運転者の疲労に 配慮した十分な休憩時間を確保しましょう。

� ��れ時、��の教育を���運転者に対して行いましょう。

�交通���知��（交通���）を行いましょう。

�����バス・����などで労働者を��する場合は、十分��が�る労働者を選任しましょう。

��スターの�示、表���、交通労働災害防止�会を開�しましょう。

�交通安全�報�ップを作成し、配�･�示などを行いましょう。

�荷主と運�業の��事業者は、交通労働災害防止を�慮した適切で安全な運行のため、事業者と�働して�り��ましょう。

� その�

� 適正な労働時間等の管理、走行管理

� 労働災害防止に対する��の高�

�運転者に対して����を確実に実施し、保�指�を行いましょう。

��時間にわたる時間�･休�労働を行った運転者に対する��指�の実施と�労働時間��等の対�を！

�スト�ッ�などで運転時の疲労��に�めるよう指�しましょう。
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　山梨県内において熱中症により病院へ搬送され、業務上疾病の認定を受けた方は、平成２8
年は28名（休業４日未満27名、４以上1名）と前年の27名（休業４日未満25名、４日以上
2名）を上回り、製造業では減少したものの、建設業が大幅に増加しました。
　直近では４年連続して30件弱と、記録的猛暑であった平成22年の28件に迫る発生状況と
なっており、屋外作業において多く発生していますが、製造業、旅館業等の屋内作業でも約２
割発生しています。
　暑さが本格化する前からの熱中症対策を徹底しましょう。

�生���では、��������な�と連�の下、��における熱中症の��のた�
������熱中症　��������ン��ン�を��し、��的な��を��ています。
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小 大

熱中症の症状と分類
分類

症状

重症度

休憩場所の�備等
　・作業場所の近くに冷房等を備えた休憩場所又は日陰等の涼しい休憩場所を確保すること。

作業��関係
　・ＷＢＧＴ基準値を大幅に超える場合は、原則作業を行わせないこと。
　・作業を行わせる場合には、単独作業を控え、休憩時間を長めに設定するとともに、作業中は労働者状況を頻繁に
　　確認すること。
　・当該労働者の熱への順化の有無を確認すること。
　・水分及び塩分の摂取について、労働者に呼びかけることに加え、摂取状況を確認すること。
　・また、労働者が便所に行きやすい職場環境の形成に努めること。

ＷＢＧＴ値（�さ��）の活用
　・ＷＢＧＴ測定器については、JIS Z 8504又はJIS B 7922に適合したものを使用すること（精度確保）

健康��
　・労働者の健康状態は、労働者の申出だけでなく、発汗の程度、行動の異常等についても確認すること。
　・高温多湿作業場所で作業を行わせた場合には、作業終了時に当該労働者の体温測定ほか必要に応じ体温低下の措置を
　　講じること。
　・作業終了時の体温が平熱より相当程度高かった場合には、病院等に搬送することが望ましいこと。
　・あらかじめ、緊急時に直ちに熱中症に対応できる近隣の病院、診療所の情報を把握しておくこと。
　・救急措置が円滑に実施されるよう、あらかじめ、救急措置の手順を作成し、関係者に周知すること。

現場で作業を�めるに当たっては、下�の��に��意ください

熱中症発生時の応急�置

Ⅰ度 Ⅱ度 Ⅲ度

めまい・失神、筋肉痛・
筋肉の硬直、大量の発汗

頭痛・気分の不快・吐き気・
嘔吐・倦怠感・虚脱感

意識障害・けいれん・
手足の運動障害、高体温

Ⅱ度に分類される症状が現れた場合は、病院などに搬送することが望ましく、
Ⅲ度に分類される症状が現れた場合は、直ちに救急隊を要請する必要があります。

「熱中症｣は、高温多湿な環境の中で作業や運動をすることにより、体内の水分や塩分のバラ
ンスが崩れ、体温調節機能がうまく働かなくなり、体内に熱がたまることによって、めまいや
筋肉痛、吐き気、さらには、けいれんなどを起こす病気です。屋外だけでなく、室内で何もし
ていないときでも発症し、救急搬送されたり、場合によっては 死亡することもあります。熱
中症の予防のためにWBGT値を活用したり、労働衛生教育によって、労働者のための熱中症
予防対策を行いましょう。

意識清明

水分を摂取できる

熱中症を疑う

症状の有無
意識の確認

水分を自力で摂

取できるか

①涼しい環境への避難

救急要請

②脱衣と冷却

医療機関へ搬送

①涼しい環境への避難

③水分･塩分の摂取

②脱衣と冷却

回復する

回復しない

意識がない

呼びかけに応じない

返事がおかしい

水分を自力で摂取できない

ご不明な点などがございましたら、山梨労働局または最寄りの労働基準監督署へお問い合わせください。

山梨労働局労働基準部健康安全課 ℡ ０５５－２２５－２８５５

甲府労働基準監督署 ℡ ０５５－２２４－５６１１

都留労働基準監督署 ℡ ０５５４－４３－２１９５

鰍沢労働基準監督署 ℡ ０５５６－２２－３１８１

山梨労働局ホームページ http://www.yamanashi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/

�� 
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 Ⅰ 趣旨 

 山梨県内の建設業における死傷災害は、平成 24 年以降４年連続で増加し、平

成 27 年までの増加率は 30％（139 人）に達した。この間の死傷災害の増加を受

け、平成 28 年に「山梨県建設業ゼロ災宣言運動」を新たに展開したところ、死

傷災害は 100 人（１月末速報値）と前年同期に比べ 23.7％の大幅な減少となっ

た。 

 しかしながら、死亡災害は平成 27 年の３人から５人へと増加した。死亡災害

を撲滅し、更には「山梨第 12 次労働災害防止計画」の最終年の目標値である死

傷災害 98 人以下を達成するためには、より一層の積極的な取組が求められる。 

 また、発注者である山梨県においては、29,30 年度の入札参加資格審査の主

観評価項目に本宣言への取組を加えたところであり、発注者からの期待もの大

きい。 

 これらの状況を踏まえ、平成 29 年度において、更なる死傷災害の削減を達成

するために、以下のとおり、平成 29 年度「山梨県建設業ゼロ災宣言運動」に取

り組み、建設業における労働災害の防止を図っていくものとする。 

 

Ⅱ 主唱 

   建設業労働災害防止協会山梨県支部 

   山梨労働局、甲府･都留･鰍沢労働基準監督署 

Ⅲ 協力 

   （一般社団法人）山梨県建設業協会 

   （一般社団法人）山梨県建設産業団体連合会業協会 

Ⅳ 実施事項 

１ ゼロ災宣言 

 各現場･企業において、平成 30 年３月末日までのゼロ災害を達成すべく、

各社とも代表者によるゼロ災宣言を行い、社内及び現場において広く周知す

るとともに安全衛生管理活動を更に強化する。 

２ ゼロ災宣言期間内における重点取組事項 

(1) 行政における実施事項 

ア ゼロ災宣言運動の周知･広報 

イ 現場に対する監督指導等の強化 

ウ 建災防各分会の取組に対する協力 

(2) 建災防山梨県支部･分会における実施事項 

ア 各分会･会員に対する周知･啓発（組織としての宣言を含む。) 

イ 各分会・会員の安全活動に対する指導 

ウ ゼロ災宣言取組の外部への周知･広報(支部) 

エ ゼロ災宣言実施企業の集約及び HP での取組公表（公表に当たっては、

企業の取組強化事項３項目も掲載する。）(支部) 

オ 定期的なパトロールの実施 

������������������������� 
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 (3) 企業における実施事項 

ア 店社における取組事項 

(ｱ) ゼロ災宣言の店社事務所内掲示及び現場掲示板への掲示の徹底 

(ｲ) 経営首脳陣による定期的な現場パトロールの実施 

(ｳ) 現場代理人、管理者等に対する安全管理研修(講習)の実施 

(ｴ) 現場での安全管理活動への積極的支援 

イ 現場における取組事項 

(ｱ) 元請事業者による統括管理の徹底 

 ①本社「ゼロ災宣言」の掲示 

 ②現場ごとの「ゼロ災宣言」及び掲示 

③作業間の連絡及び調整 

④作業場所の巡視及び改善等 

⑤持込機械等の把握、点検･補修 

⑥新規入場者教育の実施 

⑦現場における４Ｓ活動の徹底 

⑧不安全行動を「しない」、「させない」､「(指導において)妥協しな

い」の徹底 

(ｲ) 墜落・転落災害等具体的な労働災害防止対策の徹底 

①墜落・転落災害の防止関係 

  足場の墜落防止、脚立作業の安全化、仮設通路の安全 

②丸のこ等機械工具災害の防止 

  機械の点検、安全装置の補修等 

③重機等災害関係 

  機械の点検、無資格就業の厳禁、接触防止、転倒等防止措置等 

④転倒災害 

４Ｓの徹底、現場環境の整備 

⑤障害木伐倒に係る安全の確保 

  資格者による作業の徹底、周辺の確認等 

(ｳ) 安全教育の徹底 

①現場作業員に対する安全衛生教育 

  安全作業の徹底、不安全行動の防止 

②職長等責任者に対する安全衛生教育 

  安全衛生法の確実な理解、災害防止対策措置、職方の安全管理等 

(4) ゼロ災宣言に係る留意事項 

 企業におけるゼロ災宣言の「強化する取組」項目は、企業の実情、課題

等を勘案し、毎年度始めに３項目程度を決定する。 

 また、現場におけるゼロ災宣言の「強化する取組」項目は、現場開始時

の現場の体制、工事内容、課題等を勘案し、３項目程度を決定する。 

 なお、取組強化項目は、現場の進捗により変更することも可能である。 
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���� 

� � 災 宣 言 

 
�取組��� 

     ������� � ������� 

���す�取組� 

�                                

② 

③ 
 

 ��の��、�が社�、��災�を��す�ため、��の
取組を��します。 

 

��  �  �  � 
 

� 社 �                                  

���署�                                 

                                                           （社長の自署） 
 

 この��災宣言�、�ての���が���な�て��す�ため�、�����

��の��すい�������してくだ�い。 

 なお、この取組の広がりを把握したいため、宣言後、建災防山梨県支部あて送

付していただくようお願いします。 
 
 
  

�������山梨労働局 ��� �労働基準監督署� 

山梨労働局労働基準部健康安全課 TEL０５５－２２５－２８５５ 

甲府労働基準監督署 TEL０５５－２２４－５６１７ 都留労働基準監督署 TEL０５５４－４３－２１９５ 

鰍沢労働基準監督署 TEL０５５６－２２－３１８１ 

山梨労働局ホームページ http://yamanashi-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/  
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